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要旨

InrEcentyears,therestmcturingofthemanufhcturingindustryhasrcsultedintheshuttingdownofmanylarge-scaleplantsin

Japan､SuchplantclosureshaveseriousinfluencesonbranchpIanteconomiesinthedomesticperipheral応gions・Therefbre,this

studyanalyzedthelocalimpactsofplantclosures,fbcusingonthemobilityofworkers・ThecasestudywasconductedinIzumiCity，

KagoshimaPrefbcture，

ＩｎｌｚｕｍｉＣｉｔｙ，twolargeelectronicsfactoriesow､ｅｄｂｙＮＥＣａｎｄＰｉｏｎｅｅｒｗｅｒｃｓｈｕｔｄｏｗｍｉ、2009．Approximatelyl,O00

employeeswe唾fbrcedtoeithertrans舵ｒｔｏｏｔｈｅｒ曲cmriesoroptfbrvoluntary正tirement・BasedontheinvestigationofNEC

employees，ｏｎｌｙ５％ofthemtrans企mredtoanotherfhctoryinaremotea1℃a；theremaining95％ofworkerschosevoluntaIy
reti配ment・Thetmns他ｒｔｏａ唾motelocationwasdi筋cultfbrthembecauseoftheciI℃umstancesoftheirflmiliesandthedistance

fiomtheirhouses・Ｔｒｅｎｄｓｉｎ礎employmentvaried,dependingontheca唾erofworkers,locationofreemployment,circumstances

ofworkers，fnmilies,ａｎｄｓｏｏｎ・Mostespecially,thesituationoftheirfamilieshadasignificantinnuenceon配employment・The

highratioofreemploymentwithinthearcawascloselyrelatedtotheexistinglocalindustrialstructurc､Somesmallmanufacturers，

attemptingtotakeadvantageoftechnologytransfbr,expandednewbusinessesbyactivelyemployingreti唾dengineers､Thetransfbr

oftalentedworkerspromptedbypIantclosurespromotedtechnologytransfbrtolocalsmall-andmedium-sizedmanu値cturers．
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Ｉはじめに

日本国内では、産業空洞化が叫ばれて久しいが、近年、国内製造業の事業再編成に伴う大規模工場

の閉鎖や売却等の動きが相次いでいる。表１は九州における近年の主な工場閉鎖について示している。

九州は大手の半導体デバイスメーカー、後工程を担う地元組み立てメーカー、製造装置メーカーなど

の事業所が数多く立地し、シリコンアイランドとも形容されてきた。2000年代の半導体不況下で、希

望退職者の募集などによる人員削減（伊東2005）や、後工程を担う地元企業の再編・淘汰（伊東2007）

がすでに進行していたが、2008年９月以降の世界同時不況後、半導体や液晶の前工程を担う大手メー
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表１九州における半導体・液晶関連工場の閉鎖事例

エ場名

東芝セミコンダクター＆ストレージ社
北九州工場

ルネサスセミコンダクタ九州・山口
福岡工場

東芝LSIパッケージソリューション

パナソニックセミコンダクターデイス

クリートデバイス熊本

ルネサス九州セミコンダクタ

ルネサスマイクロシステム

ルネサスセミコンダクタ九州・山口
熊本錦工場

日本テキサス・インスツルメンツ日出
工場

パイオニアプラズマディスプレイ鹿児

島工場

NEC液晶テクノロジー鹿児島工場

富士通インテグレーテッドマイクロテ
クノロジ九州工場

パナソニックデバイスオプテイカルセ

ミコンダクター

2009年以降の主要な工場閉鎖を示す。

所在地

福岡県北九州市

福岡県柳川市

福岡県宮若市

熊本県八代市

熊本県大津町

熊本県益城町

熊本県錦町

大分県日出町

鹿児島県出水市

鹿児島県出水市

鹿児島県薩厳川内市

鹿児島県日瞳市

備考

2012年９月閉鎖

2011年６月閉鎖

2010年10月閉鎖

2010年３月閉鎖

2013年６月ジエイデバイス（本社大分
県臼杵市）に売却

2013年９月閉鎖

３年をめどに売却・閉鎖を検討

2013年６月閉鎖

2009年３月閉鎖

2009年１２月閉鎖

2012年12月ジエイデバイス（本社大分
県臼杵市）に売却

2014年閉鎖予定

(新聞記事、各社プレスリリースにより作成）

カーエ場の閉鎖が相次いでいる。NEC液晶テクノロジー鹿児島工場（鹿児島県出水市)、パイオニア

プラズマディスプレイ鹿児島工場（同市）が2009年に閉鎖されて以降、すでに大手半導体デバイスメー

カーなどの８工場が閉鎖した。企業系列としては、東芝、ルネサス、パナソニック、富士通など九州

に拠点を置く半導体デバイスメーカー各社に及んでおり、地域的には福岡、熊本、大分、鹿児島など

九州各県に分布している。すなわち、工場閉鎖の動きは特定地域や特定企業に偏ったものではなく、

九州全域に及び、様々な企業によって実行されているのである。

工場の閉鎖は言うまでもなく立地地域に影響を与えることになるが、とくに九州や東北などの国内

周辺地域では、高度成長期後半以降、半導体産業をはじめとする電子機器関連工場の誘致を進め、こ

うした進出企業（分工場）を主要な構成要素とする地域経済構造、すなわち分工場経済を形作ってき

た。そのため、これらの工場の閉鎖が地域に及ぼす影響は甚大であると考えられる。

分工場経済の特質として、特定の誘致大企業に地域が依存．従属させられること、立地地域に重大

な影響を及ぼす決定が地域外の主体によって下されること、下請企業群が大企業の支配を受け、地域

経済の自立的な発展が阻害されることなどが挙げられる。そのため、企業誘致を主たる手段とする外

来型開発と、その結果として形成された分工場経済に対しては批判的な見解が根強い（たとえば安東

1986、宮本ほか1990、中村2004など)。それに対して、当初は分工場経済として工業化を図った地域

であっても、下請中小企業が成長して基盤的技術産業を中心とする新しい産業集積地を形成する事例

も報告されている。それをふまえ、分工場が地域経済発展に対して貢献することもあるとの指摘もな
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されている（Yamamotol992など)。近年は産業クラスター政策が推進され、誘致大企業と地域中小

企業等とのネットワーキングが産学官連携の動きとも連動しつつ進められている。そのため、とくに

政策的観点からは誘致大企業の分工場は地域経済発展にとって重要な主体の一つとして見なされる傾

向がある。分工場経済地域において工場閉鎖の問題を取り上げる際においても、地域経済全体の中で

当該企業がどのような位置づけにあったかを多角的に検討することが重要である。

さて、経済地理学の分野では工業の立地に伴う地域の形成や変容に焦点を当てた研究が蓄積されて

きた')が、工場閉鎖現象に関する研究は従来それほど活発には行われてこなかった。工場閉鎖の実態

を経済地理学の立場から把握し、今後の展望を見出す際に、次の側面に注目することが必要であろう。

第１は、工場閉鎖がなぜ生じたのかに関して、企業の立地行動の側面から理論的・実証的に説明す

ることである。工場閉鎖現象は企業の地理学やMassey（1984）の空間的分業論などで注目され、

Watts（1987）の立地調整の概念による説明も知られている。Wattsは閉鎖工場の類型化や工場閉鎖の

要因を多数の実証研究で論じている。日本では立地調整概念に基づく研究（松原編2009）のほか、松

田（1985）が大都市内部の工場消滅を取り上げ、合田（2001）が紡織大企業の工場閉鎖を扱っている

が、工場閉鎖を直接的に扱った成果は多くはない。さらなる理論的検討と実証的研究の蓄積・一般化

が急がれる。

第２は、工場閉鎖に伴う雇用問題の実態解明である。工場閉鎖はしばしば局地的に大量の失業者を

発生させるが、労働者の対応は地域的条件や労働者個人を取り巻く環境によっても異なる。しかし近

年の大規模工場閉鎖による労働者の動向を把握した研究は乏しい。この点に関連して、日本では鉱山

の閉鎖に伴う労働者の流動に関する研究蓄積がある（矢田1967、岩間1983、西原1998、西原・粛藤

2002,堤2006)。これらによると、局地的に大量の失業者が発生した場合、地元で就業先が得られな

ければ域外への労働力移動が発生することから、労働者の帰趨は地域産業構造または地域労働力構造

と密接な関連を持つことが指摘されている。今般の工場閉鎖現象の地域的特質を理解する際にも、地

域産業構造や地域労働力構造に注目しつつ、労働者の動向を分析することが必要である。

第３は、産業連関効果を通じた他産業への影響である。例えば連鎖倒産や雇用の削減、取引先の切

り替えなど、工場閉鎖に伴う産業連関効果は、新聞報道などで断片的な事実関係が伝えられることは

あるが、その地域的な実態の全容については未解明な点が多い。また大規模工場の撤退は取引先企業

に深刻な打撃を与えることが多いが、逆にビジネスチャンスとなって新産業が展開される事例もある。

この点に迫るには、撤退企業がどのような企業間連関構造を形作っていたかを解明する必要があろう。

大規模な工場閉鎖は、個々の労働者とその家族、関連企業、地元自治体等、非常に多くの主体に影

響を及ぼし、地域全体にインパクトを与えることになる。この問題の実態解明を通じて、産業と地域

との関係のあり方を考えるための示唆を得ることができよう。そこで本稿では、工場閉鎖の地域的影

響を解明するための端緒として、とくに労働者の流動に着目して論じることとする。

対象地域としては、ごく最近に主力工場の閉鎖が相次いだ鹿児島県出水市を選定した。出水市は、

人口約5.5万を有する鹿児島県北部の都市である。出水平野では水稲作、養鶏などの畜産、苗木栽培、

ミカン等の柑橘類などに代表される農業が盛んである。また、冬季には１万羽以上のツルが飛来する

ことでも知られている。鹿児島県の工業は、近代化が立ち後れていたが、1960年代後半から半導体な

どの電子デバイスメーカーの進出が相次ぎ、分工場経済の性格が強くなった（関2013、富津2010)。

この傾向は出水市においても同様であり、国営アルコールエ場が立地する以外にめぼしいものはなかつ
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たが、1969年に鹿児島日本電気（以下、NEC鹿児島）が進出して以降、同社の企業城下町として発

展した。ところが、NEC鹿児島のプラズマディスプレイ製造部門を2004年に買収して製造を続けて

いたパイオニアと、NEC鹿児島の２社が2009年に入り相次いで閉鎖され、地域に衝撃が走った。こ

のような点から、本研究の事例として適切な対象地域といえる。

以下ではまずⅡでNEC鹿児島の沿革を述べ、Ⅲで工場閉鎖に伴う地域への影響を論じる。Ⅳでは

NEC従業員が遠隔地への異動を選ぶか、地元に残るのかの行動を選んだ理由と、地域産業構造を探

る。Ｖでは離職者へのインタビューを通して、離職後の行動の背景を明らかにする。なお現地調査は

2013年７月から８月にかけて行った。出水市役所、出水公共職業安定所、NEC鹿児島工場の閉鎖時

の経営幹部、同工場の元従業員などへの聞き取り調査を行った。

ⅡNEC鹿児島工場の立地と変遷

鹿児島日本電気株式会社は1969年にNECの全額出資子会社として鹿児島県出水市大野原町に設立

された。NECは当時、松下電器と同様に一県一工場戦略を打ち出しており、労働力の豊富な鹿児島

県への進出を行った。鹿児島県側も企業誘致条例を制定して誘致に力を入れており、同年に伊集院町

(現日置市）に進出した九州松下電器株式会社鹿児島事業部（現パナソニックデバイスオプテイカル

セミコンダクター）に次ぐ県内２番目の誘致企業であった。立地場所はかつて積水化学の人材養成機

関である積水学院の跡地であり、出水市が当地への企業誘致を積極的に働きかけていたこと、当時の

積水幹部とNEC幹部の個人的つながりなどが立地決定に関わったとされている（出水市2004)。

NEC鹿児島の変遷をみる（図１）ｏ同工場は表示装置の専門工場として位置づけられ、会社設立翌

年の1970年に生産を開始した。当時の従業員数は約800人規模であった。製造品目は、当初は電卓や

民生用機器等の表示装置として用いられる蛍光表示管を製造し、その後は表示装置の技術革新ととも

に製造品目を変化させてきた。1977年からは発光ダイオード（LED）やレーザーダイオードなどの光

半導体の製造を開始してさらに規模を拡大し、1986年に過去最多の約1,800人の従業員を抱えていた。

1990年にはカラー液晶ディスプレイ（LCD）製造ラインを稼働させ、さらに1993年にはLCD第２製

造ラインも稼働し増産体制を敷き、世界初の量産型カラー液晶工場となった。さらにプラズマディス

プレイパネル（PDP）の需要増加を見越して1998年に製造を開始した。その一方で、光半導体は1990

年、蛍光表示管は1999年に生産を終了し、蛍光表示管は韓国サムスン電子系企業に事業を譲渡するな

ど、製造品目の交代を図った。従業員規模は1980年代後半から90年代を通じて1,500人規模で推移し

た。2000年代になるとITバブル崩壊などにより液晶の売り上げが減少し、希望退職者を募集するなど

して規模を縮小し、約1,000人体制となった。NECはPDP事業を2002年に分社化し、出水でのPDP生産

はNECプラズマディスプレイが行うことになったが、2004年にはPDP生産をパイオニアプラズマディ

スプレイ（以下、パイオニア）に譲渡した。パイオニアは生産規模の増大と技術力の統合を狙ったも

のであり、一方のNECはPDP事業の投資額の巨額化に加え、PDPとLCD，有機ELなどとの製品間の技

術競争が高まり、PDP技術が今後劣位になると見込んだことによる。PDPのパイオニアへの譲渡に当

たっては、従業員とPDP製造設備、そして工場敷地全体もパイオニアに移管し、約600人の従業員が

パイオニアに移籍した。会社分割後のNEC鹿児島は、2005年にはカラーフイルタ、2006年にはバッ

クライトの製造も開始し、液晶デバイスの拠点となった。ところで、2003年には日本電気本体の液晶
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図１NEC鹿児島の沿革と製造品目

ＬＣＤ：液IlW1ディスプレイ、ＰＤＰ：プラズマディスプレイパネル

(NEC液,FIIテクノロジー株式会社鹿児島工場編2009．『40年の軌跡.１，聞き取り柵在により作成）

事業部が分社化によりNEC液晶テクノロジー（本社：川崎市）となっており、グループの生産子会

社であるNEC鹿児島とNEC秋111はNEC液晶テクノロジーの生産子会社となっていた。2007年にNEC

液晶テクノロジーと、生産子会社であるNEC鹿児島・秋田が合併し、NEC鹿児島はNEC液晶テクノ

ロジー鹿児島工場となった。鹿児島工場では産業用・医療用のカラー液晶を主に生産し、その分野で

は業界１位のシェアを持っていた。こうしてみると、NEC鹿児島では、蛍光表示管からLCD、PDPへ

と需要動向を先取りするべく設備投資が行われ、製造品目を随時変更させてきたことがわかる。

鹿児島工場閉鎖以前のNEC液晶テクノロジーの生産体制をみると、本社および研究開発拠点が神

奈川県川崎市に侭かれていた。鹿児島工場（Ｋ２ライン）では360×465mmサイズの製造設備を有し、

小型から大型の高精細製1W,、カラーフイルタ、バックライトの製造、新プロセスの開発などを行って

いた。1981年設立の秋1111-1本電気を前身とする秋、工場は、Ａ１ライン（370×470mmサイズ)、Ａ２

ライン（550×660mmサイズ）と鹿児島よりも大きく新しい設備を有している。力|lえて、中国上海に上

海広電NEC液IWI顕示器右限公司という合弁企業ではＳ１ライン（llOO×1300111Ⅲ）を有しており、汎

用モニタや大型テレビ川の液IIIi1Iが製造されていた。

2009年３月411、NEC液1V,テクノロジーは鹿児島工場の閉鎖を含む「榊造改革」を発表した。そ

の内容は、第１に、現有二工場の内、鹿児島工場を2009年12月末に閉鎖し、生産を秋田工場に統合す

ること、第２に、生産の一拠点化に伴い、本社機能の一部（川崎市）を秋、工場に移管・統合するこ

と、第３に、希望退職を実施し、現行の1,190名から、１年後には概ね600名をI:I指すこと、の３点で

あった。このような構造改難の理由として同社は、

年 聯項
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「昨年秋からの米国における金融不安に端を発した世界同時不況により、液晶産業は需要の落ち

込みに歯止めがかからず、また急激な円高による為替差損の増大などにより、当社は未曾有の大

幅な減収減益となっております。来年度も回復の見込みが見えない市場環境下で事業存続を図る

ためには、固定費の大幅な削減が必須の状況となっております｡｣2）

としている。NEC全体の2008年度第３四半期の売上高は9,500億円で、前年同期比で１割減、営業損

益は250億円の赤字で、前年同期比－４１０億円であった。NECにとって過去にない苦境にあり、構造

改革が不可欠となったことがその背景にある。そのため、生産設備の縮小が不可避となった際に、古

くてサイズの小さい設備を有する鹿児島工場を閉鎖し、国内では秋田に集約することが全社的にみて

最適であると判断されたと考えられる。なお2008年以降の日本の工場閉鎖の特徴として、海外移転に

伴う国内工場の閉鎖ではなく国内工場間を比較した選択的・集約閉鎖が多いこと、および２拠点を１

拠点に集約する際、設備が老朽化し、従業員の年齢構成が高齢化した生産性の相対的に低い工場を閉

鎖する傾向にあることが指摘されている（松原2012)。本事例もこうした傾向に適合した事例といえ

る。

ⅢNEC鹿児島工場の閉鎖に伴う地域への影響

出水市の主力工場であったNECの閉鎖は地域に様々な影響をもたらした。ここでは工業生産と雇

用、人口と税収などの地域経済的側面をまず量的に述べるとともに、関連企業への影響などについて

概観する。またＮＥＣと行政等地元関係者の対応についても検討する。雇用への影響のうち、従業員

の再就職の状況については次章で詳述する。

１．地域経済動向

まず、工業統計により、出水市の工業の動向を検討する（図２)。工場数は1990年に148件を記録し

た後に長期漸減傾向が続いていた。2010年には101件にまで落ち込み、約20年で３分の２になった。

従業者数は1993年の5.944人をピークとし、９０年代は５千人台で推移してきたが、2000年代に入り５

千人を割り込んだ。ＮＥＣ・パイオニア両工場が閉鎖された2009年は前年比で千人以上の減少となり、

両工場の閉鎖が市全体の工業に大きく影響したことがわかる。出荷額では、バブル崩壊後も増加し、
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1999年の1,590億円が過去最多であった。９０年代は液晶産業や光半導体の需要が高まったため、ＮＥＣ

が市の工業出荷額を押し上げていたと考えられる。2000年代初頭のITバブル崩壊により2003年には

1,100億円程度にまで減少した。NECが業絞悪化し、初めて希望退職者を募集したのがちょうどこの

頃である。2009年にはさらに前年に比べ300億円以上の減少を記録し、結局1999年以降のわずか12年

で市の出荷額は６割以上の減少となった。こうした出荷額の振幅の激しさは、単一企業に依存した企

業城下町の特徴を表している。

従業員一人あたり現金給与総額は、工場労働者の賃金水準を反映している。1990年代前半までは順

調に増加し、その後は伸びが鈍化した。2001年に一人あたり350万円を超え、これを境に減少傾向に

転じるが、2008年までは300万円台を維持していた。両工場が閉鎖した2009年には一人あたりで約８０

万円の減少となった。出水市の賃金水準からすれば、高賃金の大手２社の閉鎖が大きな影響を与えた

といえる。

次に、製造業と他の産業部門との関係を見るため、出水市の市内総生産の変化を、リーマンショッ

ク前の2007年度と、ＮＥＣ・パイオニア撤退後の2010年度とで比較する。市内総生産額は2007年度の

1,735億円から2010年度の1,489億円となり、減少率は約14％、減少額は246億円であった。この減少に

最も寄与したのが製造業であり、416億円から237億円へと変化し、３年間の減少額は179億円、減少

率にして43％を記録した。一方、市内総生産に占める製造業の割合は、2007年には24.0％であり、鹿

児島県内第５位の高水準にあった。県全体の製造業シェアが13.5％であることを考えると、出水市は

製造業への依存度が比較的高かったといえる。しかし、両工場撤退後の2010年度には、出水市の製造

業シェアは15.9％に大きく落ち込んだ。この間、他の産業部門の多くも市内総生産を減じており、増

加した部門は不動産業（＋10.4億円)、卸売・小売業（＋5.7億円）などわずかである。製造業の減少

幅が大きかった分、2010年度における他産業のシェアは相対的に高まっており、特に第三次産業のシェ

アが７割を超えた。すなわち、製造業の大幅な減少が市内総生産額の減少を招いたが、それを埋め合

わせるほどの他産業の成長はみられなかった。

なお、人口は、両工場が撤退する前の2007年10月１日時点で57,769人であったが、両工場閉鎖後の

2010年10月時点では56,218人で、1,551人の減少を記録した。ただ、出水市は長期的に人口減少傾向に

あることから、この減少のすべてが両工場の閉鎖によるものとはいえない。

税収については、2007年度の市歳出決算額が56.6億円であったのに対し、2011年度には49.8億円と

１割以上の減少となった。

雇用情勢についてみると、出水公共職業安定所管内の有効求人倍率は、リーマンショック前の2008

年５月には0.54であったが、2009年５月には過去最低の0.22を記録した。その後、若干の持ち直しが

見られ、2012年12月では0.72まで回復している。

２．市の対応

2009年３月４日にNEC幹部が出水市役所を訪れて工場閉鎖を伝えた後、市役所では直ちに対策に

着手した。正社員だけで300人以上の雇用に影響が生じることから、緊急経済雇用等対策会議を組織

し、県や市内の商工会議所・商工会、公共職業安定所、農協などに参加を要請し、連絡調整を行った。

市内または県内の企業に対して離職者の採用についての協力要請を行った。また市役所商工観光課内

に緊急生活支援相談所を設置し、NEC，パイオニアだけでなくその他の企業からの離職者を含めて
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相談に応じた。他方、市長がNECを訪れて閉鎖方針の撤回を求めたが受け入れられず、従業員への

再就職支援に会社として全力を尽くすよう要請した。

一方で、長期的にはNECに代わる産業の育成が重要である。NECおよびパイオニアの工場は、ＮＥＣ

所有分の一部がすでに取り壊されているが、パイオニア所有の工場建屋は現存し、クリーンルームも

ある。そこで、このクリーンルームを活用できるような企業の誘致に力を入れている。具体的には、

両社工場跡地への立地企業に対する10年間の固定資産税免除と法人市民税の減免、市内全域への新規

立地・増設企業に対する固定資産の減免、市内既存企業に対する法人税率の軽減、市役所への企業誘

致対策室の設置、企業誘致アドバイザーの委嘱、大都市圏での企業訪問などを行っている。しかしな

がら、現在市内には空きの工業団地がないことや、高速道路が未開通であることが制約となり、両工

場閉鎖後に企業誘致には至っていない。

３．関連企業への影響

工場閉鎖の影響は、取引先を通して地域内、地域外へと波及していくことから、NEC鹿児島の企

業間連関構造を見ておく必要がある。

NEC関係者への聞き取りによれば、閉鎖前年の2008年時点でのNEC鹿児島の購入先は約180社あり、

うち、出水市内が30社弱、出水市を除く鹿児島県内が30社弱、九州（鹿児島を除く）が40社強、九州

外が約80社あったようである。また金額ベースで見ると、出水市内からの調達は全体の２割強にとど

まっており、九州外からの調達が半数以上を占めていた。また出水市内の取引先企業の従業員数を合

計すると300人程度であった。当工場は投入連関の裾野が自動車産業などと比べると広がりを欠いて

おり、NECに依存していた専属的なサプライヤーが少なかったことを反映している。

ＮＥＣと関連の深かったサプライヤーは５社ほど存在していたという。こうしたサプライヤーの中

で、経営者が高齢であった企業１社がNECの閉鎖によって廃業したとのことである。それ以外の企

業は、NEC以外の取引先を新規に開拓したり、新事業に挑戦したりするなどの対応を行った。

NECの離職者を採用し、その技術力を活用して新事業に挑戦する中小企業も現れている。次節で

は、出水市内の企業の事例を紹介する。

４．NEC離職者を採用した中小企業の発展戦略

出水市に立地するＫ社を通して、NECの閉鎖に伴う新たな展開を模索する中小企業の発展戦略を

検討する。

Ｋ社は1980年に神奈川県で発足し、NEC表示装置部門から開発設計・駆動ソフト設計・僅体設計

と試作業務を受託していた。創業者（現社長）は東北地方出身で、高校卒業後大手電機メーカーに入

社し20代後半で起業した技術者である。1993年に、当時から取引のあったNEC鹿児島社長Ｉ氏の要

請により出水市に進出した。当初は鹿児島工場に開発部門は置かれず、LCDバックライト、回路基

板の実装を受託生産する分工場であった。これらの製品を中堅電子部品メーカーなどから受託し、

NEC鹿児島・秋田等いくつかの大手セットメーカーに納入していたので、セットメーカーから見る

と二次下請けの位置づけにあり、NECへの依存度が高い企業であった。なおＫ社は現在も神奈川県

に本社を置くが、社長は鹿児島工場に常駐するなど事実上の本社機能は鹿児島工場にあり、地元企業

とみなしてよい。
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2009年にNECの閉鎖が決まると、Ｋ社は新規事業に着手した。同社顧問となっていたＩ氏と社長

が話し合った結果、大型LED照明の将来性に着目し自社製品開発を開始した。LEDの長寿命と省エネ

ルギー性の高さなどから照明用の需要が拡大してきたが、競技場のナイター照明などに使用される大

光量LED分野には参入の余地があると判断したことによる。生産技術としては、同社はこれまでの

LCD等の受託生産で培った光学系技術を有していた。これに加えて、半導体後工程の製造設備を熊

本県内の半導体メーカー（2008年に廃業）から導入し、LEDベアチップ３１の搭赦・ワイヤーボンディ

ングが可能になった。LEDベアチップ自体は内製化せず専門メーカーから購入しているが、実装から

照明生産までを一貫して行うメーカーは少ないという。

製品開発に伴い、Ｋ社は技術者の受け入れを始めた。NEC鹿児島離職者を６人受け入れたほか、

鹿児島県日置市に立地し、2013年度閉鎖予定であるパナソニックデバイスオプテイカルセミコンダク

ターからの早期退職者を３人受け入れ、電気・物理・化学・金属の技術を導入した。加えて、鹿児島

大学および九州産業大学の研究者との共同研究を開始した。

2009年12月に、日本科学技術振興機構（JST）より次世代型LED照明の開発研究が採択されて開発

資金を獲得し、単一面発光式LED照明の開発に着手した。2010年７月には公益財団法人かごしま産業

支援センターから研究開発を委託された。こうした公的機関から研究開発のための助成を受けたこと

が、Ｋ社の開発に大きな助けとなった。その成果として、世界最大級の単一光源式LED照明や集魚灯

用LED照明などの製品化に成功した。ただ、大手メーカーに比べ知名度が低いこともあり販売力に課

題があるという。

大口取引先の閉鎖という事態に直面したＫ社が新製品開発へと転換できた要因として、次の４点を

指摘できる。第１は、経営陣の的確な判断、すなわち市場の将来性と自社の有する技術を勘案し、大

型LEDの開発に集中したことである。第２は、顧客と事業分野の多角化を通したリスク分散である。

新製品の開発から売上げを得るまでには数年の期間を要するが、その間の経営を支えたのは従来から

手がけていた受託生産事業や構内請負事業であった。このことが、大口取引先の閉鎖というリスクに

対処する上で重要であったと考えられる。第３は、退職技術者の採用である。出水市とその周辺地域

では開発型の製造業者が多くはなかったため、Ｋ社はNEC離職者にとって地元で実力を発揮できる

数少ない再就職先とみなされ、Ｋ社は優れた人材を獲得することができた。第４に、公的機関からの

研究資金の導入や産学官連携の推進である。鹿児島県はNEC以外にも大手企業の撤退が相次いだた

め、地元中小企業の新分野への参入や産学官連携による事業化の推進に力を入れている4)。Ｋ社が得

たような補助金はそのような公的支援の一つであり、地域産業の活性化に寄与しているといえる。ま

た研究機関との共同研究の推進も技術の高度化と製品化に寄与している。

ⅣNEC従業員の選択：遠隔地への異動か退職か

パイオニアは2009年２月末日、NEC鹿児島は2009年12月末日に相次いで工場を閉鎖した。出水市

役所によると、閉鎖時の従業者数（正社員）は、前者が587人、後者が360人で、計947人であった。

このうち本章では、詳細な資料が入手できたNEC液晶テクノロジー鹿児島工場の離職者を対象にし

て、その再就職の動向を検討する。
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１．遠隔地への配置転換

NECの工場閉鎖の発表により、従業員は秋田への異動と希望退職のいずれかの選択を余儀なくさ

れた。希望退職者に対する優遇施策としては、通常の退職金に特別加算金を加算して支給するととも

に、希望者に対しては外部の就職支援会社による再就職支援を実施することが示された。募集期間は

2009年５月11日より６月５日までであり、本社・秋田工場を含む全社で520人が応募した。このうち、

鹿児島工場従業員の応募は330人であった5)。同年６月時点の従業員数は360人であったが、退職を希

望しなかった者はわずか30人であった。なお工場が閉鎖された同年12月末日までの間に再就職が決ま

り早期退職した者など、若干の変動があったため、実際に秋田工場に配置転換されたのは20数名にと

どまったという。つまり、９割以上の従業員が希望退職を選択した。

関係者への聞き取りによれば、秋田工場への異動を選択したのは、単身者など家族の制約が少ない

者、これまでと同じ仕事ができることに魅力を感じた者などが多く、家族を伴って秋田に異動した者

は少ないという。逆に、既婚者、特に幼い子どもを抱える者や、持ち家を有し住宅ローンを抱える者

などは、地元に残ることを選択する傾向にある。加えて、秋田の寒冷な気候や生活環境への不安も大

きかったようである。また一度は秋田に異動したものの、その後離職し九州に戻った者もいる。なお、

NEC液晶テクノロジーは2011年に中国の深tlll中航光電子有限公司との合弁企業となり、秋田工場は

NLTテクノロジー秋田工場となった◎秋田からさらに中国に異動した従業員も数名いるとのことで、

現在も秋田に留まる者は半数以下ではないかという。

このように、従業員の大多数が離職を選んだ理由として、異動先として示された秋田工場が鹿児島

から遠隔地であり、あまり馴染みのない地域に所在していたことがあるのは間違いないであろう。も

し仮に、NECが配置転換先としてより近隣地域の他工場を候補として提示していたならば、これほ

ど多くの者が希望退職を選択することにはならなかったかもしれない。ただ、NECの事業所配置を

みると西日本に立地する事業所は半導体関連がほとんどであり、当時の半導体事業の業績が深刻な状

況であったことから、NEC鹿児島の従業員を受け入れる余地は乏しかったと考えられる。

２．離職者の再就職の動向

図３はNEC鹿児島工場を離職した者のうち、出水公共職業安定所がその動向を把握している311人

の再就職状況を示している。この再就職状況は、NEC離職後初めて職に就くまでを把握したもので

あり、再就職後さらに転職を経験した場合などは含んでいない点に注意が必要である。また、離職者

の年齢は不明である。

離職者の動向を検討する前に、再就職に関する制度的基盤である雇用保険制度を簡潔に述べる。仕

事を失った労働者にとって、雇用保険制度に基づく手当の受給は再就職先を探す間の生活を支える上

で重要である。雇用保険の一般被保険者に対する求職者給付の基本手当（いわゆる失業手当）の所定

給付日数（基本手当の支給を受けることができる日数）は、受給資格に係る離職の日における年齢、

雇用保険の被保険者であった期間及び離職の理由などによって異なる。本事例のような工場閉鎖に伴

う離職など、非自発的な離職者は「特定受給資格者」に該当し、一般の離職者に比べ手厚い給付日数

が与えられる。自発的離職者の給付日数は最長で150日であるが、特定受給資格者では90日から最長

330日までとなる。一方、基本手当の金額は、被保険者の離職前６ケ月の賃金（税引き前、賞与等は

除く）の日額に基づいて、その約50％から80％の間で決定される。たとえばNEC離職者のうち、年
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NEC鹿児島離職者の再就職状況（2013年１月末現在）

単位：人

（出水公共職業安定所資料により作成）

図３

齢が45歳から60歳の間で、勤続20年以上であれば、賃金日額の50％を330日間給付されると見込まれ

る。

さて、NEC離職者のうち、離職後に雇用保険受給手続きを取った者は262人で、未手続きの者が４９

人であった。未手続きの者には、離職後に直ちに再就職先が決まったために雇用保険の給付申請をし

なかった者が43人で、受給資格を満たしていない者（被保険者期間１年未満の者など）が６人であっ

た。このことから、離職者の８割以上が在職中に就職を決めることができずにいったん職を失い、求

職者給付の手続きを行ったことがわかる。出水市ではパイオニアがNECよりも９ケ月早く工場を閉

鎖し約600人が離職したことから、彼らが先に再就職先を決め、NECの離職者の就職機会を狭めるこ

とになったと言われている。

NECは離職者に対して就職支援企業を利用した就職紹介（民営機関紹介就職）を実施した。雇用

保険受給後に就職を決めた165人のうち、就職支援企業を通した就職は31人にとどまり、職安の紹介

による就職が半数近くに達している。また、知人の紹介などにより、職安や就職支援企業を介さずに

職を得た者も52人いた。

雇用保険の受給手続きを行った者のうち、求職を取り消した者（つまり就職の意志を失った者）は

89人（全体の28.6％）に達する。結果的に、再就職をしなかったのは合計103人で、離職者の33.1％に

も及んだ。このように、再就職をしなかった者が約３分１にも上る理由として、もともとの給与水準

の高さによる財産形成や、雇用保険の受給などの公的扶助の存在が大きいと考えられる。NEC離職

者はそもそも、地域の中では格段に高い給与水準であった。「このあたりで年収500万円をもらえるの

は、NECなどの誘致大企業を除けば公務員か銀行ぐらい」という話を何人もの人から聞いた。さら

に、上乗せされた退職金を受け、さらに雇用保険もほぼ満額受給できた人々が多かった。したがって、

50代以上の元従業員は急いで仕事を探さなくとも生活できる状況であった。そのため、年金受給まで

の間を地元での非常勤や嘱託などの仕事で食いつなぐという選択をした人々も少なくない。

分工場経済地域における主力工場の閉鎖と労働者の流動

離職者

311

雇用保険受給

手続き者

262

雇用保険受給

未手続き者

4９

雇用保険受給後就職者１６５

職安紹介就職７９

民営機関紹介就職３１

自己就職５２

自営開始３

求職中８

求職取り消し８９

未手続き６
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３．再就職先の特徴

一方、再就職先が判明した201人の性別内訳は、男性162、女性39人である（表２）◎再就職先の業

種は男女で大きく異なる。男性は３分の２が製造業に再就職し、他は建設、サービス、医療・福祉、

公務など幅広く職を求めた。女性も製造業が最も多いが３割にとどまり、医療・福祉、卸売・小売、

サービス等、第３次産業の比重が高い。筆者が入手したデータでは離職前の職種は不明であるが、元

従業員への聞き取りによれば再就職後の業種は前職と関連がある。すなわち、技術職では製造業に再

就職する者が多く、間接部門（事務職など）は製造業にこだわらず第３次産業への再就職が多い。現

場のオペレータは再就職に苦戦したようであり、業種にこだわらず再就職先を求めたという。その結

果、製造業から広義のサービス業への人材の移動が一定程度なされ、雇用の面での脱工業化ないしは

サービス経済化が進んだことがわかる。

表２NEC鹿児島退職者の再就職先（産業大分類別･性別）

３
７
１
１
５
６
１
０
１
２
１
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７
６
２

１１

女 総計男
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０
０
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７
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３
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２
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９
３
５
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７
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２
６
７
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●
●
●
●
●
●
●
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●
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１
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８
０
３
３
０
０
０
１
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３
１
４
３
１

６

(人）（％）（人）（％）（人）（％）

次に再就職先の地域的な特徴を検討する（表３)。まず就職先地域を「出水市｣、出水市に隣接する

５市町からなる「隣接市町｣、「県内その他｣、「九州その他｣、「九州外」の５つに区分した。出水市と

隣接市町を加えた範囲がおおむね出水市の通勤圏に相当する。この２地域で再就職した者が６割を占

める。県内その他も含めれば、３分の２が地元で再就職先を見つけることができた。炭鉱閉山による

労働者の流出の事例などと比べれば、地元に比較的多くとどまっているといえ、地域産業に一定の雇

用吸収力があったことがわかる。ただし、男女で地域性は異なる。女性は８割以上が通勤圏内で職を

Ａ農業、林業

，建設業

Ｅ製造業

Ｇ情報通信業

Ｈ運輸業、郵便業

Ｉ卸売業、小売業

Ｋ不動産業、物品賃貸業

Ｌ学術研究、専門・技術サービス業

Ｍ宿泊業、飲食サービス業

Ｎ生活関連サービス業、娯楽業

０教育、学習支援業

Ｐ医療、福祉

Ｑ複合サービス事業

Ｒサービス業（他に分類されないもの）

Ｓ公務（他に分類されるものを除く）

不明

総計 162100.0３９100.0２０１100.0

(出水公共職業安定所資料により作成）
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出水市

隣接市町

県内その他

九州その他

九州外

1３

表３NEC鹿児島退職者の再就職先地域と性別

33.8

26.9

8.5

13.9

16.9

総計女男
就職先地域

６
３
３
７
３

４
４
１
２
３

28.4

26.5

8.0

16.7

20.4

(出水公共職業安定所資料により作成）

(％）(人）(％） (人） (％）(人）

２
１
４
１
１

２
１

分工場経済地域における主力工場の閉鎖と労働者の流動

８
４
７
８
４

６
５
１
２
３

総計

56.4

28.2

10.3

２．６

２．６

隣接市町：阿久根市、薩摩川内市、さつま町、長島町、熊本県水俣市。

県内その他：出水市および隣接市町を除く鹿児島県。

九州その他：福岡・佐賀・長崎・大分・宮崎各県および水俣市を除く熊本県。

得ている。家族の事情で地元を離れることができないこと、配偶者の収入があり一人で家計を支える

必要性が低いことなどから、職種・業種や収入よりも地域重視で求職活動を行ったことを反映してい

る。他方、男性は通勤圏内で再就職する割合が相対的に低い一方、九州外や県外6)で再就職した者が

３割以上おり、遠隔地での再就職をいとわない様子がわかる。特に技術者では、自分の技術やキャリ

アを活かすことができ、前職に近い収入を得られる職を優先し、地元を離れた人々も少なくない。再

就職先は、九州外では東京・名古屋・大阪の三大都市圏に加え、中国・四国・東北など、九州内では

熊本、宮崎、福岡など広範囲に分散している（図４)。地元の再就職先は中小企業が多く、給与水準

が前職に比べて大きく下がることが多い。このことが、域外への流出を助長している。

上記の地域的特徴は、当然ながら先に述べたような業種とも密接に関連する（表４)。県外や九州

外への再就職者は、圧倒的に製造業に職を求めた。技術を活かせ、高収入が見込める職を、地域にこ

だわらずに探した結果である。一方、地元に残ることを優先した者は、業種と収入にはこだわらなけ

れば何とか再就職先を得ることができた。個々の従業員が、自らのキャリアや家族等の事情を斜酌し

て、再就職に当たり何を優先したかによって、再就職の結果が異なったといえる。

再就職の時期をみよう（図５)。再就職活動は、NECによる就職支援会社の紹介という形で2009年

６月頃から開始したが、離職以前に再就職が決定し、直ちに再就職した者は43人となっている。つま

り、離職者の大半は2009年12月末日の閉鎖後に失業期間を経験している。再就職の時期は、2010年１

月から４月までの間に集中している。３月までで３分の１強、４月までで半数以上が再就職を行った。

その傾向は特に男‘性で顕著である。それに対して、女性の再就職は遅れ、３月までで１割強、４月に

は増加したが、それでも３割弱にとどまっていた。女性の半数以上が再就職先を得たのはようやく８

月のことであった。女性の地元志向の高さが再就職時期の遅れを招いたと考えられる。

再就職先を事業所別に見ると、何人ものNEC離職者を受け入れた企業があることに気づく（表５)。

事業所番号１は出水市に隣接するさつま町に立地する地元製造業者で、半導体製造装置関連の部品等

を製造している。NECや富士通、京セラなど鹿児島県内に進出する大手メーカーとも取引のある中

堅企業であり、NECの技術者を数多く雇用しその技術を活用しようとしている。事業所番号２，３，

５は、大手石油元売り企業が全額出資した太陽電池メーカーであり、東京に本社、神奈川県に研究所、

100.0100.0 100.0201162 3９
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表４NEC鹿児島退職者の再就職先地域と業種

(単位：人）

１

再就職先地域

１
１
１
１
１

産業分類 県内
その他釧九州外総計

隣接
市町

出水市

１
１

Ａ農業、林業

Ｄ建設業

Ｅ製造業

Ｇ情報通信業

Ｈ運輸業、郵便業

Ｉ卸売業、小売業

Ｋ不動産業、物品賃貸業

Ｌ学術研究、専門・技術サービス業

Ｍ宿泊業、飲食サービス業

Ｎ生活関連サービス業、娯楽業

０教育、学習支援業

Ｐ医療、福祉

Ｑ複合サービス事業

Ｒサービス業（他に分類されないもの）

Ｓ公務（他に分類されるものを除く）

不明

３
８
３
１
５
０
３
１
２
２
３
４
４
１
９
２

２
１
１
１

１

３
２
８２

３

３５

２
６

１

２３ 3１

１

分工場経済地域における主力工場の閉鎖と労働者の流動

２
４

１

4．離職者の動向と地域労働力構造

NEC従業員のうち県外に流出した者は、秋田への配置転換と県外への再就職者を合わせると、少

１
１
２
６
３
６
５
２

総計

７
１
１
２

２

１

２

そして宮崎市に３工場を有する。この会社は合計で25人ものNEC離職者を受け入れている。太陽電

池は半導体や液晶と製造工程の共通性が高く、NECの量産技術を太陽電池製造に活用する狙いだと

思われる。事業所番号６から12まではすべて鹿児島県内に立地する地元企業で、NEC鹿児島とも取

引のあった電気機械関連の企業（６，１１）もある｡また鹿児島県は畜産業をはじめとする第１次産業

に強みがあり、食品関連の加工業（９，１０）への再就職も見られる。地方公務への再就職もあるが、

正職員としての採用に加え、緊急雇用対策などで募集した臨時職員も含まれているとみられる。ここ

に示した以外の事業所でも、地元中小製造業者がNEC離職者を受け入れて、その技術力を活用して

新分野に展開する事例があり、地元企業の技術力の向上に寄与している。大手企業の閉鎖は、大企業

が抱えていた技術者を中心とする人材を地域労働市場に供給することとなり、地元企業にとっては事

業拡大の好機ともなったことがわかる。

隣接市町：阿久根市、薩摩川内市、さつま町、長島町、熊本県水俣市。

県内その他：出水市および隣接市町を除く鹿児島県。

九州その他：福岡・佐賀･長崎･大分･宮崎各県および水俣市を除く熊本県。

6８５４ 1７２８３４２０１

(出水公共職業安定所資料により作成）
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29電気機械器具製造業
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図５NEC離職者の再就職の時期

（出水公共職業安定所資料により作成）

表５ＮＥＣ鹿児島退職者の主要な再就職先

ｂ
６
７

蛎業所採川特
番-3・数(人）

所在地 産業分類 ilI梁内群 備考

８
９
胴

ｌ２Ｉさつま1111.２６椎雁川機械器典拠避難 半猟体製造装伽Ⅱ機械部
lVI、金ﾉu、給典等

太Ｉﾙ弛池製造販売

太陽迩池製造販光

各種輸送機器用ゴム・プ
ラスチック・ウレタン製

品、半導体および半導体
応用製品等

太陽遮池製造販売

大型LED照明の開発製造

自動車川ワイヤーハーネ
ス等の製造

地方公共1,11体

ウナギ製造販売

期卵、ブロイラー処理加
［、則卵・則肉川_[食1W，

地.r･部,}１１，製造

半蝉休・ＦｌＰＤ製造装慨の
''１古興収・IIj:生・販売・
立上等

寓崎ﾘ11；

東原都

愛知県

29遮気機械器典製造業

29電気機械器具製造業
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なくとも全体の３割に相当する約100人と見込まれる。それに対して、県内への再就職が確認された

者は139人である。未就職者は103人おり居住地は不明であるが、多くは地元に残留しているものと推

察される。

旧産炭地での炭鉱閉山の研究をみると、閉山に伴い労働者のほとんどが家族とともに他地域に流出

していた。単一産業に依存したモノカルチャーであったために、地元で雇用を吸収することができな

かったためである。それに比べると、出水市では域外への流出率は相対的に低く、工場閉鎖が地域を

破壊してしまうほどではない。出水市の場合は、一定の雇用吸収力を有していたということである。

当地域の場合、分工場といえども、進出から40年の間にいくつかの地元製造業企業が育成されてき

た。当初は単純な下請け仕事だけをこなしていたが、技術蓄積を図り、製造装置や治工具の製作、開

発を手がけるなどの発展を遂げており、NECを離職した技術者の一部を地元で吸収することが可能

であったと考えられる。聞き取りによると、地元製造業者への再就職者の給与水準はNEC時代より

も大幅に下がったという。地元企業からすると、NECの技術者を比較的安い（といっても地元企業

の給与水準からすると決して安くはないが）給与で雇用することができたことになる。

出水市は人口５万人あまりの規模を有する中心地であり、通勤圏内に有力な都市も持たないため中

途採用の雇用機会が十分に存在しているわけではない。とはいえ、その中心性に応じて商業．サービ

ス業が一定程度存在している。近年は高齢化の進展に伴い医療・福祉分野の雇用機会も増大している。

そのため、製造業への再就職にこだわらなければ、地元で職を得ることはある程度は可能であった。

さらに、出水平野は農業地域で、従業員にも兼業農家出身者が少なくなかったという。離職後に農業

を主たる仕事とした者は数少ないが、自家消費用の農作物を栽培するなどして家計を補助している。

このように、工場閉鎖に伴う離職者の再就職の動向は、当然ながら当該地域の既存の地域労働力構

造と密接な関連を持っている。出水市のような分工場経済地域においては、主力工場の閉鎖はとりわ

け危機的な事態であったが、地元企業の成長による技術者の受け入れと、産業構造の変化と関連した

非製造業への労働者の移動により地元での再就職がある程度はなされた。さらには高い給与水準によ

る財産形成や公的扶助等の制度などが離職者の生計を支えており、大量の生活困窮者を生み出すよう

な状況には至らなかったと考えられる。

その反面、主力工場の閉鎖は、新規学卒労働市場に対して重大な影響を与える。NECは最盛期で

ある1980年代には毎年数十名から100人程度もの新卒者を採用してきた。その多くは高卒者であり、

地元出身の人材に対して高収入かつ安定した就職先を提供してきた。しかし、2000年代初頭以降の業

績不振から、NECは新卒採用を長年にわたり抑制し、さらに2009年の工場閉鎖によって同社の新卒

採用は途絶えた。すなわち、若い技術系人材が地元に残って就職する機会が大きく減少したのである。

分工場経済地域において、工業雇用は若者の定住や地域の活力の維持などの点で寄与してきたが、主

力工場の閉鎖は人材の流出を助長し、長期的に見て地域に打撃を与えることが懸念される。

Ｖ離職者へのインタビュー

ここでは、NECを希望退職し、現在は別の仕事に従事している２人へのインタビューから、閉鎖

決定後の選択を、個人を取り巻く様々な状況との関連に留意しつつ検討する。
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１．製造業に再就職したＡ氏の事例

Ａ氏は40代半ばの男性である。出水市近隣地域のミカン農家に生まれ、地元普通科高校卒業後に九

州内の私立大学工学部に進学するも中退した。その後、２０歳の時にアルバイトとして出身地に近い

NEC鹿児島に勤務するようになり、翌年正社員に採用された。兄弟は妹と弟がおり、弟がサラリー

マンと兼業で農業に従事している。

最初は製造現場のオペレータで、蛍光表示管製造に携わったが、1990年代前半にカラー液晶の担当

に異動した。その後20代後半で技術部門に移り、後に監督職である主任に昇任した。NEC在職中は

改善活動にも力を入れ、自主研究会にも参加していた。NEC時代を振り返り、上司の教育に恵まれ

たことに感謝していることを強調し、本音では給料がゼロでも良いから残りたかったと懐述した。

Ａ氏は妻、中学生の長女、小学生の長男との４人暮らしである。妻は2009年時点では地元銀行のパー

トタイマーで、現在は他の会社に勤務している。閉鎖方針を会社に告げられた３月４日は、ちょうど

小学校入学を目前にした長男のための学習机が自宅に届けられた日であり、決して忘れられないとい

う。Ａ氏は工場閉鎖に際し、家族と住み続けることを最優先に考え、希望退職を選択し、地元での再

就職を志向した。その理由として、子どもと一緒に暮らすことが何よりも大事であることを挙げた。

義弟が30代にして早世しており、子どもに親の思い出を残したいと強く思うようになったという。も

う一つの理由として、築10年の持ち家があり、まだ住宅ローンが残っており、手放すことができない

とのことであった。家族との同居、住宅の事情が選択の際に重視されたことがわかる。

秋田へ異動するかどうかの希望は６月に締め切られたが、Ａ氏は生活環境に対する不安もあって選

択しなかった。

再就職活動は６月頃から始められた。会社が就職斡旋会社に委託して再就職先を紹介するようになっ

たが、Ａ氏自身は10月頃にようやく活動を始めた。監督職の立場上、部下や同僚の目につくところで

再就職活動をしたくなかったとの思いがあった。結局、在職中に再就職先は得られず、失業期間２ヶ

月余りを経て、2010年３月中旬にようやく現在勤務する出水市内の企業Ｘ社に採用が決まり、直ちに

働き始めた。この会社は大手金属メーカー系列の生産子会社である。他に２社同時に就職活動を行っ

ていたが、先に採用が決まったＸ社に決め、他の２社は断った。最初は、元同僚にＸ社の紹介の話が

あったが、この元同僚が他社への就職を決めたため、Ａ氏が紹介されたという。Ａ氏のように、ＮＥＣ

が委託した就職斡旋会社やハローワーク以外の人的ネットワークを介して再就職を決めた人は少なく

ない。

Ａ氏は地元重視で再就職先を探したが、求人は決して多くはなく、決定までに時間を要した。通勤

圏内での再就職ができなければ、鹿児島・熊本県内であれば、日帰りは難しいが週末には帰宅できる

と考え、候補地域を広げることも考えていたという。

現在勤務するＸ社について、Ａ氏はやりがいを感じているという。給料はNEC時代からすれば下

がったが、暮らしていけないほどではなく、所定の休日もある。仕事の内容はNEC時代のキャリア

を活かすことができ、結果を出せば評価される点が魅力だと感じているという。

Ａ氏はNEC時代のキャリアが評価され、地元の別のメーカーへの再就職を決めることができた。

Ａ氏の事例では、Ａ氏を取り巻く様々な支援があったことがわかる。第１に早期希望退職に伴う退職

金の積み増しなどの在籍企業からの支援、第２に雇用保険やハローワークによる公的な支援があった。

第３は再就職の斡旋における同僚からの紹介という人的ネットワークに基づく支援である。そして第
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４は、妻に一定の収入があったという家族の経済的な支えと妻・子どもからの精神的な支援である。

２．農業に従事するＢ氏の事例

Ｂ氏は40代後半の男性である。出水市の農家に生まれ、地元工業高校を卒業後、NEC鹿児島に入

社した。高校時代の成績は校内トップクラスで、就職に際し当初は県外の大手自動車メーカーに決ま

りかけたが、父から地元に残るよう言われ、学校からNECを薦められたという。兄弟は兄がいるが、

県外の大学に進学した。

入社後は製造装置の保全と修理の職務に従事し、国家資格である機械保全技能士一級の所持者であ

る。機械修理の方法は試行錯誤で身につけ、必要な部品は自ら加工もしたという。機械修理のコツと

して、不具合が発生する前に予兆を察知すること、そのためには機械を扱うオペレータと日頃からコ

ミュニケーションを取り、些細なことでも教えてもらえるようにしておくことが重要だと力説した。

自らの技術と創意工夫に対する自負心を伺うことができる。

Ｂ氏は妻、長男、長女、次女と５人暮らしである｡娘２人は高校卒業後地元企業で働いており、妻

も仕事を持っている。現在はＢ氏と長男の２人で農業に従事している。長男は専門学校卒業後に一度

は就職したが、健康上の理由で退職して帰郷した。Ｂ氏が離職した時期と長男の帰郷が重なり、一緒

にできる仕事として農業を選んだ。農業は１人でできる仕事ではなく、長男がいなければ就農を選択

することはなかっただろうと述べる。

農業を選んだきっかけは、Ｂ氏の従兄が農家であり、「トマトを作らないか」と勧められたことに

あるという。Ｂ氏は農家出身とはいえ、すでに父を亡くし、農業の本格的な経験があったわけでもな

いので、まず農協主催の研修に長男と２人で応募した。参加者には農協と国からの補助金が月額15万

円支給されるが、どちらか１人にするよう求められ、長男が参加することになった。研修を終え、

2011年８月にトマト作りを始めた。その際に交付金として150万円を受け、ハウス20ａ分を購入した。

加えて露地栽培のブロッコリを40ａ，米を50ａ作付けている。トマトの売り上げは年1‘０００万円ほど

であるが、利益率は諸経費を除くと15～18％程度であり、ブロッコリや米を含めても農業所得は良く

て年300万円ほどであるという。農業従事者は長男とＢ氏のほか、パートタイムで実姉と義姉に手伝っ

てもらうが、家族・親族でやっていきたいという。田植えや稲刈りの際には親戚の応援を得ている。

今後はさらにトマトの生産規模を拡大する意向を持っている。またＢ氏の有する機械保全技術を息子

に伝えて配管・鉄骨・機械の修理等を自前で行い、農業経営に活用してほしいと考えている。

このように現金収入は前職に比べ大きく下がり、Ｂ氏は農業の厳しい現状を強調したが、農業には

強みもあるとも考えている。それは、物々交換ができることと、家族一緒に暮らせることであり、最

低限の現金収入があればよいとしている。

Ｂ氏は実はNEC退職後に一度は再就職した経験を持つ。就職活動として、ＮＥＣとは別の大手電機

メーカーの下請け企業である市内の電子部品工場に採用が決まったものの、自分の技術とは異なる仕

事内容だったことなどから断った。また、NECの委託を受けた就職斡旋会社の紹介で、市外の別の

電子部品メーカーから採用が決まり入社したが、２週間で退職した。通勤に片道１時間半を要し、通

勤コストが月に約10万円もかかること、社風が自分とは合わないことなどが理由であったという。

Ｂ氏の場合、長男とともにできる仕事を求め、就農を選択した。Ａ氏と同様に、家族の事情が離職

後の選択を大きく規定していることがわかる。また、就農による農業所得の少なさを、妻と２人の娘
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の給与所得が補っている。父は７年前に亡くなったために、農業技術や経営を直接教わることはでき

なかったが、土地基盤に加えて農業経営を行う親戚から様々な支援を受けることができた。家族や親

族の様々な支援、研修や新規就農時に交付金や補助金を受けるなどの公的な財政的支援も就農におい

て一定の効果を上げているようである。

３．小括

以上の２人は地元で新たな仕事に就くことができた事例である。両者とも、生家が農家であったこ

とは偶然ではなく、NECが農村地域の労働力の活用を狙って進出したことを反映している。また、

家族の事情から地元で仕事を求めたこと、妻や子どもにも収入があり家計の補助が期待できたことが

わかる。加えて、地元にいる親戚や会社の元同僚などから、仕事の紹介や情報の提供などの支援を受

けている。公的な支援も重要であった。地元での再就職に当たり、離職者を取り囲む様々な資源を活

用することができた点を指摘できよう。２人の事例だけで早急に結論づけることには慎重であるべき

だが、当地域は農村地域であり、地縁や血縁、さらには会社や出身校のつながりなどの様々な人的ネッ

トワーク、つまり社会関係資本が地元での再就職に作用したものと考えられる。

Ⅵむすび

本稿では鹿児島県出水市を事例として、分工場経済地域における主力工場の閉鎖に伴う地域への影

響を、とくに労働者の流動に着目して検討してきた。その結果、以下の点が判明した。

第１に、NEC鹿児島が閉鎖されたのは、NEC液晶事業の縮小再編にあたり、老朽化した設備を有

する鹿児島工場を閉鎖し、国内では秋田に集約することが全社的にみて最適であると判断されたため

であった。立地地域に重大な影響を及ぼす決定が地域外の主体によって下されたことは、分工場経済

の本質を端的に表している。

第２に、出水市の主力２工場であったNEC、パイオニア両工場の閉鎖は、出水市全体の工業生産

の急減を招き、市の経済に大きな打撃を与えたが、減少分を埋め合わせるほどの他産業の成長は現時

点では認められない。特定企業に依存した企業城下町の特徴といえる。

第３に、NEC鹿児島の企業間連関構造をみると、地元からの調達が少なく、市内には同社と関連

の深いサプライヤーも少なかったことから、企業間連関を通じた地元経済への波及は限定的であった。

第４に、サプライヤーの中には、NECの離職者を採用し、その技術力を活用して新事業に挑戦す

る中小企業も現れた。事例企業の調査によれば、新製品開発へと転換できた要因として、経営陣の的

確な判断、顧客と事業分野の多角化を通したリスク分散、NEC退職技術者の採用、公的機関からの

研究資金の導入や産学官連携の推進などが確認された。

第５に、NEC鹿児島従業員は秋田工場への配置転換か希望退職かの選択を迫られた結果、９割以

上の従業員が希望退職を選択した。大多数が離職を選んだ理由として、家族や住宅の事情、異動先が

遠隔地の馴染みのない地域に所在していたことなどがある。

第６に、離職者のうち約３分の２は再就職した。そのうち３分の１の者は県外や九州外に再就職者

し、多くが製造業に職を求めた。技術を活かせ、高収入が見込める職を、地域にこだわらずに探した

結果である。一方、地元に残った残りの３分の２は、業種と収入にこだわらなければ何とか再就職先
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を得ることができた。個々の従業員が、自らのキャリアや家族の事情を斜酌して、再就職に当たり何

を優先したかによって、再就職の結果が異なっている。他方、離職者の３分の１は再就職をしなかっ

た。もともとの給与水準の高さによる財産形成や公的扶助により、生計を維持できたためと考えられ

る。

第７に、域外への流出は配置転換と再就職を含めて約３割であり、決して少なくはないが、地元に

一定の雇用吸収力があることを示している。大企業の人材を猿得して事業拡大を図ろうとする地元企

業の存在、産業構造の変化と関連した非製造業への労働者の移動、さらには高い給与水準による財産

形成や公的扶助等の制度などが相まって、大量の失業者を生み出す状況には至らなかった。

第８に、主力工場の閉鎖は新規学卒者、とくに技術系人材の地元での就職を困難にし、若者の流出

が懸念される。

第９に、離職者へのインタビューによれば、再就職に当たり、家族の事情から地元で仕事を求めた

こと、妻や子どもの収入が家計を補助したこと、親戚や知人からの仕事の紹介や情報提供などの支援、

公的な支援など、離職者を取り囲む様々な資源の活用が重要であった。

分工場経済では、工場の閉鎖など、立地地域に重大な影響を与える意志決定が、地域外の主体によっ

てなされることが問題視されている。出水市の事例はそうした分工場経済のリスクが露呈したもので

ある。ただし、離職者の多くは地元で何とか再就職先を見つけることができ、大量の域外流出は避け

られた。これは求職者の側が職種や待遇等について現実的妥協をした産物ではあるが、求人側の企業

によって形作られる地域産業構造に起因する面もあるといえる。その第１は、地元企業が発展し退職

技術者を採用したことである。分工場経済の下では下請企業群が大企業の支配を受け、地域経済の自

立的な発展が阻害されるとの懸念もあるが、出水市周辺地域でも量的に多くはないが地元企業の発展

が認められる。NEC出身者が地元の様々な企業に再就職したことで、地元企業間のネットワーク化

の促進も期待されている。分工場経済からの脱却は容易ではないが、こうした地元企業の萌芽を活用

し、企業誘致頼みではない自立的な地域産業政策へと転換することが求められよう。

第２は、高齢化やサービス経済化の進展により多様な就業機会が存在していたことである。とくに

医療．福祉やサービス業は人材不足であり、地元での貴重な再就職先を提供した。

一方、出水市へのNECの立地は国内縁辺部の農村地域における工業化の典型的な事例といえるが、

農村部にあるという地域的環境もまた、大量の域外流出を防ぐことに寄与したと考えられる。一つに

は、兼業農家出身の従業員が多いことから、農家の多就業形態（末吉1999）が離職者の生計を支える

ことになった。もう一つには、農村地域における比較的密な人的ネットワークの存在、つまり社会関

係資本が地元での再就職に作用したといえよう。

最後に残された課題について言及する。一つは、事例研究の蓄積である。本研究によれば、工場閉

鎖の影響は当該地域の産業構造や地域労働力構造との関連によって異なることが示唆される。他地域

における調査を踏まえた比較と一般化が必要である。いま一つは、非正規労働者の実態把握である。

今回の調査ではNEC鹿児島の正社員の動向を分析したが、資料の制約から非正規労働者の状況を把

握することができなかった。非正規労働者は正社員に比べて再就職に苦慮したものと思われる。この

点の実態解明が求められる。



2２ 鹿嶋洋

現地調査に際し、出水市役所、出水公共職業安定所、NEC鹿児島の元経営幹部および元従業員の方々、

NEC離職者を受け入れた企業の方々からは、多大なご協力を賜った。篤くお礼申し上げます。なお本稿

作成に当たり、平成25～27年度科学研究費助成事業（学術研究助成基金助成金）基盤研究（C）「工場撤

退とその地域的対応に関する地理学的研究」（課題番号25370915、研究代表者：鹿嶋洋）の一部を使用

した。

注

1）例えば鹿嶋（2010,2013）は最近の大規模工場の新規立地による地域の変化を論じている。

2）NEC液晶テクノロジー株式会社プレスリリース（2009年３月４日)。http:"www・nec-Icd､com(jp/release／

reIeaseO90304・hｔｍｌ（2013年11月16日閲覧)。

3）ベアチップbarechipとは、半導体前工程で製造されたウエハを切断したままの状態の、裸のチップ

という意味である。通常は後工程においてリード線とともにプラスチックなどのパッケージに封入

してICが完成し、それがプリント配線基板上に実装される。それに対し、ベアチップ実装は、チッ

プの状態のままパッケージに封入することなく、直接基板上に実装する。

4）外炉保・中武（2012）は鹿児島県製造業企業と大学・高専等との産学連携の実態調査を行った結果、

回答企業の３割が産学連携の経験を有し、2000年代以降は小規模企業にも拡大しているとしている。

5）NEC液晶テクノロジー株式会社プレスリリース（2009年６月１９日)。http://www・nec-lcdcom{jp/release／

releaseO90619､html（2013年１１月16日閲覧)。

6）熊本県水俣市は出水市に隣接し、出水市への通勤が十分に可能であることから、「隣接地域」に含ん

でいる。そのため，ここで「県外」と言った場合には、水俣市は含まないものとする。
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